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令　和　７　年　度

伊 那 市 一 般 会 計 第 １ １ 回 補 正 予 算

（　３　月　専　決　補　正　）
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令 和 ７ 年 度 伊 那 市 一 般 会 計 第 １ １ 回 補 正 予 算

　令和７年度伊那市一般会計第１１回補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 18,500千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 41,914,100千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（地方債の補正）

第２条　地方債の補正は、「第２表　地方債補正」による。

令和 ８年 ３月 ３１日

伊那市長　白　鳥　　孝
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款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

地方交付税12 11,308,248 49,089 11,357,337

1 11,308,248 49,089 11,357,337地方交付税

国庫支出金16 6,667,931 △84,975 6,582,956

1 3,300,457 △84,975 3,215,482国庫負担金

県支出金17 2,640,328 △30,414 2,609,914

1 1,273,507 △8,367 1,265,140県負担金

2 1,122,644 △22,047 1,100,597県補助金

寄附金19 835,846 7,500 843,346

1 835,846 7,500 843,346寄附金

繰入金20 3,167,448 △1,100 3,166,348

2 3,133,654 △1,100 3,132,554基金繰入金

諸収入22 975,335 41,100 1,016,435

5 344,915 41,100 386,015雑入

市債23 2,314,800 300 2,315,100

1 2,314,800 300 2,315,100市債

41,914,100歳              入              合              計 41,932,600 △18,500
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総務費2 6,939,877 7,500 6,947,377

総務管理費1 6,045,767 7,500 6,053,267

民生費3 11,775,889 △40,000 11,735,889

社会福祉費1 5,631,126 △40,000 5,591,126

商工費7 2,133,494 16,500 2,149,994

商工費1 2,133,494 16,500 2,149,994

土木費8 3,052,520 △2,500 3,050,020

道路橋りょう費2 1,302,241 △2,500 1,299,741

河川費3 84,995 0 84,995

41,914,100歳              出              合              計 41,932,600 △18,500

一般会計6



１　変更

第　２　表　　　地　方　債　補　正

（単位：千円）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起 債 の 方 法 利率 償 還 の 方 法 限 度 額 起 債 の 方 法 利率 償 還 の 方 法

公共施設等適正管理推進事業 17,500 17,800

起 債 の 目 的
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令　和　７　年　度

伊 那 市 一 般 会 計 第 １ １ 回 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

（　３　月　専　決　補　正　）
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款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

12 地方交付税 49,089 11,357,33711,308,248

16 国庫支出金 △84,975 6,582,9566,667,931

17 県支出金 △30,414 2,609,9142,640,328

19 寄附金 7,500 843,346835,846

20 繰入金 △1,100 3,166,3483,167,448

22 諸収入 41,100 1,016,435975,335

23 市債 300 2,315,1002,314,800

歳     入     合     計 41,932,600 △18,500 41,914,100

一般会計10



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

7,5002 7,500 6,947,3776,939,877総務費

△115,3893 △40,000 11,735,88911,775,889 75,389民生費

3007 16,500 2,149,9942,133,494 16,200商工費

△1,1008 △2,500 3,050,0203,052,520 △1,400土木費

歳     出     合     計 41,932,600 △18,500 41,914,100 △115,389 300 6,400 90,189

一般会計11



２　歳　入

（単位：千円）地方交付税1地方交付税（款） 12 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

49,089地方交付税149,089地方交付税1 11,357,33711,308,248 49,089地方交付税

11,357,33749,08911,308,248計

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 16

△84,975障害者福祉費負担1△84,975民生費国庫負担金3 3,108,0873,193,062 △84,975障害者自立支援給付費負担金

金

3,215,482△84,9753,300,457計

県負担金（項） 1県支出金（款） 17

△8,367障害者福祉費負担9△8,367民生費県負担金3 922,429930,796 △8,367障害者自立支援給付費負担金

金

1,265,140△8,3671,273,507計

県補助金（項） 2県支出金（款） 17

△22,047障害者福祉費補助1△22,047民生費県補助金3 464,068486,115 △22,047地域生活支援事業補助金

金

1,100,597△22,0471,122,644計

寄附金（項） 1寄附金（款） 19

6,000総務費寄附金16,000総務費寄附金2 828,100822,100 6,000企業版ふるさと寄附金

1,500児童福祉寄附金21,500民生費寄附金3 4,8113,311 1,500児童福祉事業寄附金

843,3467,500835,846計

一般会計12



基金繰入金（項） 2繰入金（款） 20

△1,100長谷地域振興基金1△1,100長谷地域振興基金23 28,06929,169 △1,100長谷地域振興基金繰入金

繰入金繰入金

3,132,554△1,1003,133,654計

雑入（項） 5諸収入（款） 22

41,100民生費雑入341,100雑入1 386,015344,915 41,100障害者自立支援給付費負担金（過年度分）

386,01541,100344,915計

市債（項） 1市債（款） 23

300公共施設等適正管6300商工債7 118,600118,300 300公共施設等適正管理推進事業債（観光施設整備）

理推進事業債

0公共事業等債100土木債8 497,800497,800

0緊急自然災害防止16

対策事業債

2,315,1003002,314,800計

一般会計13



３　歳　出

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

6企画費 2,403,714 6,000 2,409,714 6,000 24積立金 6,000 〇ふるさと納税＜0236＞ 6,000

  積立金 6,000（寄）企業版ふるさと寄附金

　・まち・ひと・しごと創生基金6,000

　　積立金 6,000

12積立基金 429,051 1,500 430,551 1,500 24積立金 1,500 〇財政調整基金＜0322＞ 1,500

費   積立金 1,500（寄）児童福祉事業寄附金

　・財政調整基金積立金 1,5001,500

計 6,045,767 7,500 6,053,267 7,500

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

4障害者福 2,838,147 △40,000 2,798,147 △115,389 75,389 19扶助費 △40,000 〇障害者自立支援給付＜1152＞ △40,000

祉費   扶助費 △40,000（国）障害者自立支援給付費負担

　・障害者自立支援給付 △40,000金（自立支援給付・補装具）

△84,975

（県）障害者自立支援給付費負担

金（自立支援給付・補装具）

△8,367

（県）地域生活支援事業補助金

△22,047

計 5,631,126 △40,000 5,591,126 △115,389 75,389

（款） 7 商工費 （項） 1 商工費

2商工業振 930,437 16,500 946,937 16,500 18負担金､補助 16,500 〇中小企業融資対策＜2413＞ 16,500

興費 及び交付金   補助金 16,500

　・中小企業融資保証料 16,500

3観光費 607,072 0 607,072 300 △300 ○観光施設管理＜2432＞

一般会計14



（款） 7 商工費 （項） 1 商工費

（地）公共施設等適正管理推進事

業債（観光施設整備） 300

計 2,133,494 16,500 2,149,994 300 16,200

（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋りょう費

2道路維持 208,326 0 208,326 300 △300 ○道路維持＜3211＞

費 （地）緊急自然災害防止対策事業

債（道路防災） 300

3道路新設 767,019 △2,500 764,519 △1,400 △1,100 12委託料 △1,100 〇一般道路改良＜3221＞ △600

改良費   委託料 △600（繰）長谷地域振興基金繰入金

18負担金､補助 △1,400 　・測量設計業務委託料 △600△1,100

及び交付金 〇道路改良負担金等＜3226＞ △1,400（地）公共事業等債（道路整備）

  負担金 △1,400△1,200

　・県執行土木工事 △1,400（地）緊急自然災害防止対策事業

〇道路防災＜3230＞ △500債（道路防災） △200

  委託料 △500

　・測量設計業務委託料 △500

4橋りょう 158,203 0 158,203 1,200 △1,200 ○橋梁維持＜3261＞

維持費 （地）公共事業等債（道路整備）

1,200

計 1,302,241 △2,500 1,299,741 100 △1,100 △1,500

（款） 8 土木費 （項） 3 河川費

2河川事業 82,984 0 82,984 △100 100 ○河川改良＜3281＞

費 （地）緊急自然災害防止対策事業

債（道路防災） △100

計 84,995 0 84,995 △100 100

一般会計15
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令　和　７　年　度

伊 那 市 公 有 財 産 管 理 活 用 事 業 特 別 会 計 第 ３ 回 補 正 予 算

（　３　月　専　決　補　正　）

公有財産管理活用事業特別会計17



令 和 ７ 年 度 伊 那 市 公 有 財 産 管 理 活 用 事 業 特 別 会 計 第 ３ 回 補 正 予 算

　令和７年度伊那市公有財産管理活用事業特別会計第３回補正予算は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 54,033千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 719,876千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

令和 ８年 ３月 ３１日

伊那市長　白　鳥　　孝

公有財産管理活用事業特別会計18



款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

財産収入1 435,296 54,033 489,329

2 430,843 54,033 484,876財産売払収入

719,876歳              入              合              計 665,843 54,033

公有財産管理活用事業特別会計19



補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

公有財産管理活用費1 665,343 54,033 719,376

公有財産管理活用費1 665,343 54,033 719,376

719,876歳              出              合              計 665,843 54,033

公有財産管理活用事業特別会計20



令　和　７　年　度

伊 那 市 公 有 財 産 管 理 活 用 事 業 特 別 会 計 第 ３ 回 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

（　３　月　専　決　補　正　）

公有財産管理活用事業特別会計21



款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 財産収入 54,033 489,329435,296

歳     入     合     計 665,843 54,033 719,876

公有財産管理活用事業特別会計22



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

54,0331 54,033 719,376665,343公有財産管理活用費

歳     出     合     計 665,843 54,033 719,876 54,033

公有財産管理活用事業特別会計23



２　歳　入

（単位：千円）財産売払収入2財産収入（款） 1 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

54,033不動産売払収入154,033不動産売払収入1 484,876430,843 54,033不動産売払収入

484,87654,033430,843計

公有財産管理活用事業特別会計24



３　歳　出

（款） 1 公有財産管理活用費 （項） 1 公有財産管理活用費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1公有財産 665,343 54,033 719,376 54,033 24積立金 54,033 〇公有財産管理活用＜8401＞ 54,033

管理活用   積立金 54,033（財）不動産売払収入 54,033

費 　・土地取得基金積立金 54,033

計 665,343 54,033 719,376 54,033

公有財産管理活用事業特別会計25
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令　和　７　年　度

伊 那 市 自 動 車 運 送 事 業 会 計 第 ４ 回 補 正 予 算

（　３　月　専　決　補　正　）

自動車運送事業会計27
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第１条　令和７年度伊那市自動車運送事業会計第４回補正予算は、次に定めるところによる。

第１款 千円 千円 千円

千円 千円 千円

令和７年度伊那市自動車運送事業会計第４回補正予算

（総 則）

（収益的収入及び支出）

第２条　令和７年度伊那市自動車運送事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出のうち支出の予定額を

　次のとおり補正する。

（　科　　目　） （既決予定額） （補正予定額） （　　計　　）

支 出

自動車運送事業費用 134,641 1,200 135,841

　　第２項 営 業 外 費 用 3,050 1,200 4,250

令和 ８ 年 ３月 ３１日

伊 那 市 長 白 鳥 孝

自動車運送事業会計29
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令　和　７　年　度

伊 那 市 自 動 車 運 送 事 業 会 計 第 ４ 回 補 正 予 算 附 属 資 料

（　３　月　専　決　補　正　）

自動車運送事業会計31



令和７年度  自動車運送事業会計　予算実施計画（補正第４回）

収益的支出
（支　出） （単位：千円）

節
区　　分 金　　額

1 自動車運送事業費用 134,641 1,200 135,841
2  営業外費用 3,050 1,200 4,250

2 消費税及び地方消費税 3,000 1,200 4,200
68  消費税及び地方消費税 1,200 １．消費税及び地方消費税 1,200

  　  ・消費税及び地方消費税

款・項 目 既決予定額 補正予定額 計 説　　　明

自動車運送事業会計32



（単位　千円）

△ 1,789

10,232

2,461

42

△ 28

△ 214

123

47

△ 5,827

5,047

214

5,261

△ 41,759

△ 41,759

△ 36,498

196,714

160,216

令和７年度  伊那市自動車運送事業　予定キャッシュ・フロー計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純損失

　　　減価償却費

　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　その他引当金の増減額（△は減少）

　　　受取利息及び受取配当金

　　　固定資産除却費

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増減額（△は減少）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

自動車運送事業会計33



（単位　千円）

１

（１）有形固定資産

イ　建 物 37,491

減価償却累計額 △ 14,988 22,503

ロ 機 械 及 び 装 置 12,661

減価償却累計額 △ 5,841 6,820

ハ 車 両 運 搬 具 176,181

減価償却累計額 △ 103,433 72,748

ニ 工具器具及び備品 19,230

減価償却累計額 △ 5,895 13,335

ホ その他の有形固定資産 4,618

減価償却累計額 △ 3,738 880

有形固定資産合計 116,286

（２）投資その他の資産

イ そ の 他 投 資 44

投資合計 44

　固定資産合計 116,330

２ 流 動 資 産

（１）現 金 預 金 160,216

（２）未 収 金 96

（３）貯 蔵 品 743

　流動資産合計 161,055

　資産合計 277,385

令和７年度  伊那市自動車運送事業　予定貸借対照表

（令和８年３月31日）

資 産 の 部

 固 定 資 産
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（単位　千円）

３ 固 定 負 債

（１）引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 28,379

引 当 金 合 計 28,379

　固定負債合計 28,379

４ 流 動 負 債

（１）未 払 金 25,815

（２）引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 1,356

ロ そ の 他 引 当 金 290

引 当 金 合 計 1,646

（３）その他流動負債 35

　流動負債合計 27,496

５ 繰 延 収 益

（１）長期前受金 11,059

収益化累計額 △ 10,506

　繰延収益合計 553

　負 債 合 計 56,428

６ 剰 余 金

（１）利益剰余金

イ 利 益 積 立 金 20,000

ロ 建 設 改 良 積 立 金 89,463

ハ 当年度未処分利益剰余金 111,494

利益剰余金合計 220,957

　剰余金合計 220,957

　資 本 合 計 220,957

　負債資本合計 277,385

負 債 の 部

資 本 の 部
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財務諸表等に係る注記 

 

Ⅰ　重要な会計方針 

１　固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

・減価償却の方法　　　定額法による。 

・主な耐用年数 

　　建物　　　　　　　　15～20 年 

　　機械及び装置　　　　２～20 年 

　　車両運搬具　　　　　５年 

　　工具器具及び備品　　１～15 年　 

２　引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

計上額の算定に当たっては、職員の勤続年数による按分により、各会計の負担額の算定を行っている。 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上し

ている。 

（３）その他引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。 

３　消費税等の会計処理 

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ　予定貸借対照表等関連 

１　賞与引当金等の取崩し 

令和７年６月に、令和６年 12 月から令和７年３月分の期末手当及び勤勉手当とそれに係る法定福利費を支出するため、賞与引

当金 1,310 千円及びその他引当金 263 千円を取り崩す。 

 

Ⅲ　セグメント情報の開示 

　１　報告セグメントの概要 

　　　伊那市自動車運送事業会計は、令和４年７月１日より自動車運送事業に附帯する駐車場事業を同一会計内で事業を運営すること

としたため、「自動車運送事業」、「駐車場事業」の２つを報告セグメントとしている。 

　　　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。 

　

 事業区分 事業の内容

 自動車運送事業 乗合自動車による旅客運送事業

 駐車場事業 自動車運送事業に附帯する普通駐車
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２　報告セグメントごとの営業収益等 

　　　当年度（自令和７年４月１日　至令和８年３月 31日） 

（単位　千円） 

 

 

 自動車運送事業 駐車場事業 合計

 営業収益 98,342 16,939 115,281

 営業費用 114,117 4,918 119,035

 営業損益 △　15,775 12,021 △　3,754

 経常損益 △　13,810 12,021 △　1,789

 セグメント資産 277,385 － 277,385

 セグメント負債 56,428 － 56,428

 その他の項目

 　他会計補助金 － － －

 　減価償却費 10,232 － 10,232

 　特別利益 － － －

 　特別損失 － － －

 　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 50,958 － 50,958
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